岸田首相、県民割を7月前半から全国拡大

訪日観光の影響見極めて、実質Go To再開

　岸田文雄首相は6月15日、通常総会閉会後に記者会見し、平時に近い経済社会を取り戻す第1弾として、夏休み前の7月前半から都道府県による現行の「県民割・ブロック割」を全国的に拡大することを明らかにした。
岸田首相は「観光の国内需要を創出する。全国を対象とした観光需要喚起策を実施する」と述べ、実質「Go Toトラベルキャンペン」を来月から実施することを表明した。
　岸田首相は、「新型コロナの影響が長引く中、4月から順次地域ブロックを対象とした観光需要喚起策を実施してきた」とこれまでの観光支援を語った。
　一方で、「新規感染者数は全国的に減少傾向にあるが、地域によって感染状況に差があり、依然として警戒局面にある」と分析。「水際対策において6月1日から入国者数の拡大、10日から観光目的の入国再開を行ったところであり、これらの影響を含め、6月中の感染状況を見極める必要がある」と述べ、国内の感染動向や訪日観光客の入国による影響を国内観光需要喚起の拡大の条件に挙げた。
　「その上で、感染状況の改善が確認できれば、7月前半より地域観光をより一層強力に支援するため、地域観光事業支援について、全国を対象とした観光需要喚起策を実施する」と述べた。
　訪日外国人旅行者の観光目的による入国再開は、旅行会社による管理型ツアーで、入国が制限され、人数も少ない中で、それが国内の感染者拡大につながるとは思えないが、地域観光事業支援の全国拡大の前提条件に挙げた。
　また、G7諸国をはじめ世界各国がコロナ前の経済社会活動を取り戻すために、入国前の陰性証明を不要としている中で、唯一陰性証明を必要としていることについての言及はなかった。
　コロナ対応「G7でトップクラスの水準」

　「平時への移行の道を慎重に歩んでいく」

　新型コロナ対応については、「我が国は、欧米諸国に比べ、感染を極めて低いレベルに抑え込んでいる。各国首脳との会談でも、我が国の取組とその成果に高い評価が示されている。3回目のワクチン接種率は既に60％を超えました。高齢者に絞れば90％。これはG7でもトップクラスの水準」と胸を張った。
　「こうした取組の結果として、緊急事態宣言を回避しながら、感染拡大防止と経済活動の維持を両立させることができた。しかし、世界では新たな変異の報告もあるなど、まだまだ気を緩めることはできない」とし、「平時への移行の道を慎重に歩んでいく」という基本方針を堅持しつつ、一日も早く日常を取り戻せるように努力を続ける」と慎重な姿勢を崩さなかった。
